
三種町住宅取得支援補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、若者世代及び子育て世代の定住・移住を図るため、町内

に住宅を取得する者に対し、予算の範囲内において三種町住宅取得支援補助

金（以下「補助金」という。）の交付に関して必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。

（１） 住宅 生活するために必要な居室、台所、浴室及び便所を備えてい

るものをいう。ただし、併用住宅においては、延べ床面積の２分の１以上

に相当する部分を専ら自己の居住の用に供しているものとする。

（２） 新築住宅 自己の居住の用に建設された住宅又は販売を目的に建設

された住宅で、完成の日から１年を経過しておらず、かつ、過去に人の居

住の用に供されたことのない住宅をいう。

（３） 中古住宅 完成の日から１年を経過している住宅又は過去に人の居

住の用に供されたことのある住宅をいう。ただし、３親等以内の親族から

購入する住宅は除く。

（４） 取得 自己の居住の用に供するため住宅を新築又は新築住宅若しく

は中古住宅を売買により購入することをいう。

（５） 町内施工業者 県内に主たる営業所があり、町内に事業所を有する

法人又は町内に住所を有する個人事業者で、町税等を完納しているものを

いう。

（補助金の交付対象者）

第３条 補助金の交付対象者は、自ら居住するために新築住宅又は中古住宅を

取得した者（当該住宅の取得に係る登記上の所有権が複数の者の共有に属す

るときは、持分が２分の１以上の者のうち、いずれか１人）であって、次の

各号のいずれにも該当するものとする。

（１） 令和３年４月１日以降に工事請負契約又は売買契約を締結した者

（２） 申請日において、年齢が５０歳未満（夫婦についてはいずれかが５



０歳未満）の者又は申請年度において、１８歳（１８歳に達した日以後の

最初の３月３１日までの間にある就労していない者）以下の子を養育して

いる者

（３） 三種町に永住する意志のある者

（４） 世帯員全員に市区町村税その他納付金の滞納が無いこと。

（５） 実績報告までに補助対象となる住宅の所在地に住民基本台帳法（昭

和４２年法律第８１号）の規定による住民票に記載されていること。

２ 前項の規定にかかわらず、この告示による補助金の交付を過去に受けたこ

とがある者は、交付対象としない。

（補助対象住宅）

第４条 補助対象となる住宅は、町内に所在する住宅であり、申請年度内に住

宅の工事請負契約又は新築住宅若しくは中古住宅の売買契約を締結し、所有

権の保存又は移転の登記が完了したものとする。ただし、次の各号に掲げる

いずれかに該当するものは補助対象としない。

（１） 公共事業の施行に伴う補償費の対象となる場合

（２） 別荘等の一時的に使用するものである場合

（３） 賃借販売等の営利を目的としたものである場合

（４） 既存の住宅の増改築の場合

（５） 贈与又は相続により所有権を取得したものである場合

（６） その他町長が適格でないと判断した場合

（補助対象経費）

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各

号に掲げる経費とする。

（１） 新築住宅に係る工事請負契約金額

（２） 新築住宅又は中古住宅に係る売買契約金額

（補助金の額等）

第６条 補助金の額及び補助限度額は、別表１に掲げるとおりとする。

（補助金の申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、三種

町住宅取得支援補助金交付申請書（様式第１号）（以下「交付申請書」という。）



を町長に提出しなければならない。

２ 住宅の建設工事に係るものは、建設工事の着工前に交付申請書に別表２の

書類を添えて、町長に提出しなければならない。

３ 新築住宅又は中古住宅の購入に係るものは、売買契約締結後に交付申請書

に別表３の書類を添えて、町長に提出しなければならない。

（補助金の交付決定）

第８条 町長は、前条の規定による申請を受けたときは、当該申請に係る書類

の審査及び必要に応じ現地調査を行い、補助金の交付の可否を決定し、申請

者へ三種町住宅取得支援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）に

より通知するものとする。

（工事期間が翌年度にわたる場合の取扱い）

第９条 住宅の建設工事が補助金の申請を行う年度（以下「初年度」という。）

の翌年度にわたる場合は、初年度においては建設工事の計画の承認のみを行

うものとする。

２ 初年度における申請は、建設工事の着工前に三種町住宅取得支援補助金実

施計画書（様式第３号）に別表４の書類を添えて、町長に提出しなければな

らない。

３ 初年度における申請を受理した場合の審査及び決定については、前条の規

定を準用する。この場合において、前条中「補助金の交付」とあるのは「計

画の承認」と、様式第３号中「交付（不交付）決定通知書」とあるのは「計

画承認（不承認）通知書」と、「交付（不交付）することに決定」とあるのは

「計画を承認（不承認）」と、「決定の内容」とあるのは「承認の内容」と、「

交付予定額」とあるのは「補助金予定額」と、「不交付の理由」とあるのは「

不承認の理由」と読み替えるものとする。

４ 第１項の規定による計画の承認は、補助金の交付を担保するものではない。

５ 第３項において読み替えて適用する前条の計画の承認を受けた申請者は、

住宅の建設工事の完成年度において、交付申請書をあらためて提出しなけれ

ばならない。

（申請内容の変更等）

第１０条 第８条の規定により交付の決定を受けた申請者（以下「交付決定者」



という。）は、申請内容を変更又は取下げるときは、三種町住宅取得支援補助

金変更（取下げ）申請書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。

ただし、軽微な変更については、この限りではない。

２ 町長は、前項の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査し、三種町

住宅取得支援補助金変更（取下げ）承認通知書（様式第５号）により、交付

決定者に通知するものとする。

（実績報告）

第１１条 交付決定者は、当該住宅の所有権保存登記等の完了の日から起算し

て３０日以内又は当該年度の３月末日のいずれか早い期日までに、三種町住

宅取得支援補助金実績報告書（様式第６号）に別表５の書類を添えて、町長

に提出しなければならない。

（補助金の決定）

第１２条 町長は、前項に規定する報告があったときは、三種町住宅取得支援

補助金交付額決定通知書（様式第７号）により、交付決定者に通知するもの

とする。

（補助金の請求）

第１３条 補助金の請求は、三種町住宅取得支援補助金請求書（様式第８号）

を町長に提出して行うものとする。

（補助金交付の取消及び返還）

第１４条 町長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当した

ときは、補助金の交付を取消し、また既に交付した補助金の一部又は全部を

返還させるものとする。ただし、町長が特別の事情があると認めた場合は、

この限りではない。

（１） この告示及び三種町補助金等交付規則（平成１８年三種町規則第４

５号）の条件に違反したとき。

（２） 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

（３） その他町長が不適当と認めたとき。

（その他）

第１５条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

町長が別に定める。



附 則

この告示は、令和３年４月１日から施行する。

別表１（第６条関係）

別表２（第７条関係）

別表３（第７条関係）

別表４（第９条関係）

補助対象 補助の種類 補助金の額 補助限度額

新築住宅 基本額 補助対象経費の 100%（ 1,000円

未満の端数がある場合は、これ

を切り捨てた額）

上限 100万円

町内施工業者加算 20万円

合計 基本額＋町内施工業者加算 上限 120万円

中古住宅

基本額

補助対象経費の 50%（1,000円未

満の端数がある場合は、これを

切り捨てた額）

上限 50万円

添付書類 （１）工事請負契約書の写し

（２）工事内訳明細書の写し

（３）工事概要が分かる図（案内図、配置図、平面図等）

（４）世帯全員の住民票（世帯主と続柄を省略しないもの）

（５）世帯全員の市区町村税の滞納が無いことを証する書類

（６）世帯全員の戸籍の附票

（７）その他町長が必要と認める書類

※第９条に規定する計画の承認を受けている場合は（１）～（３）は除く。

添付書類 （１）売買契約書の写し

（２）売買代金領収書の写し

（３）世帯全員の住民票（世帯主と続柄を省略しないもの）

（４）世帯全員の市区町村税の滞納が無いことを証する書類

（５）世帯全員の戸籍の附票

（６）その他町長が必要と認める書類



別表５（第１１条関係）

添付書類 （１）工事請負契約書の写し

（２）工事請負明細書の写し

（３）工事概要が分かる図（案内図、配置図、平面図等）

（４）その他町長が必要と認める書類

添付書類 （１）住宅の登記事項証明書

（２）領収書又は振込受付書等の写し（住宅取得費用の支払いを証明

する書類）

（３）転入・転居後における世帯全員の住民票

（４）住宅の外観、居室、台所、浴室及び便所の写真と付近見取り図

（５）その他町長が必要と認める書類


